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１．はじめに
　「代弁」とはアドボカシー（advocacy）の和訳で他に「弁護」「支持」「擁護」などとも
訳され（１）、特に社会福祉分野においてはサービス利用者側に立った援助者の活動とされ
る。受けることが必要なサービスにもかかわらず、自身ではうまく説明できない要援護者
に代わって援助者が行政等の窓口で申請手続きを補佐する取り組みなどもそれにあたる。
児童福祉分野においても、例えば年齢の低い児童、障害の重い児童、虐待による心的外傷
を負った児童など、援助者による「代弁」的機能を用いて児童を支援する必要がある。自
己決定が難しい児童に対しては、各種の専門職による言語、非言語的なコミュニケーショ
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要　約
　福祉、教育、保育など児童や保護者等を援助する職業を目指す学生たちには専門分化し
た知識や技術のほか、討議型の学習による汎用的な能力の獲得がなぜ必要なのか、援助者
が児童や保護者等との関わる場面に焦点を当て検討を行った。
　援助者には人権保護や権利擁護の機能が求められ、時には児童の利益に反する保護者等
との対峠関係での対話の力が必要である。また傾聴、受容など、寄り添って代弁的な役割、
また、論理的な応答、根拠をもって説明する技能なども必要である。
　こうした技能をディベートなど討議型の授業で擬似的に体験することにより、説明の論
理性や対峙関係での対話の力など、将来の援助者として必要な技能が習得できる。
abstract
From the viewpoint of “advocacy” and “accountability”, consider the significance of utilizing 
argumentation-type lessons based on scenes of support for children and guardians in welfare, 
childcare and education.
Students aiming for a career that supports children and guardians need to acquire not only 
specialized knowledge and skills, but also “skills in pseudo confrontation relationship” skills in 
argumentation-type lessons.
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ンによって、置かれている状況や今後の支援の見通しなどの理解を促す働きかけが行われ
る（２）。
　人を援助する職業を目指す福祉系の大学においては、具体的な専門的知識や専門的技術
の習得により、代弁する力を養っていくとはいえ、傾聴、受容、共感的態度など「聞く」
技術のウエイトが大きいものがある。これは人を援助するための核心といえる技術である
が、一方、相手が理屈で理解してもらうための「話す」技術を養う授業内容も代弁の視点
から必要と考えられる。
　「説明責任」とはアカウンタビリティ（accountability）の和訳で「説明義務」「答責性」
などとも訳され（３）、様々な分野で用いられている。類似の言葉に、企業や行政機関の情
報公開などを意味するディクスロージャー（disclosure）、医療機関などで医師が情報を提
供した上で患者が治療方針に合意することを意味するインフォームドコンセント
（informed consent）などがある。
　現代社会においては、相手の求めに応じて十分な「説明」をすること、またその説明を
行う責任が要求されるようになってきた。相手が納得できるように、しっかりと根拠を示
しながら論理的に説明する力が求められている。また、説明を行っても納得してもらえな
い相手との対話では、対峙関係でのコミュニケーションが求められ、相手の主張を正しく
理解し、誤解を生じないように理屈で応答する力が必要となる。
　教育、保育の分野でも、例えば中央教育審議会答申（４）や旧保育所保育指針（５）など、
それぞれの分野で説明責任を果たす努力義務が課せられてきており、専門職として「説明
する力」が重要な資質のひとつとも考えられる。
　こうした力を養うため、ディベートなど、討議、討論を意味するアーギュメンテーショ
ン（argumentation）（６）を介した学習法が様々な教育機関で実践されている。社会福祉士
養成では相談援助技術を習得する授業でのディベートの活用を試みたものとして、池本
（2015）による、社会福祉専門職に求められる力を 10 項目に分類して習得することを目的
とした実践報告がある（７）。また、看護師養成においては煙山・小笠原（2005）らによる
老年看護学の授業のなかで、高齢者の QOL に学生が積極的に課題に関心をもたせ、自分
なりの考えを持つことができることの必要性を目的とした実践報告がある（８）。
　こうした討議型の授業について、茂木（2001）によれば「論理的に思考し表現する技術
であり、調査の方法を学び、問題の発見から分析、解決先の提示と比較検証するという一
連のプロセス」であるという。そして「ものごとの持つ二面性を複眼的に見る目を養い、
あらゆることに疑問を投げかける零細さをもたせ客観的な根拠に基づく合理的な判断力を
育てる」こと、さらに「傾聴力が身につき相手の論点をつかむ訓練」（９）になるなど、他
者の弁護、代弁に生かせる技能であるといえる。
　本稿では、著者が所属する学部の初年次教育で実施している討議型の授業である、ディ
ベートの学びの意義を検討することを研究目的とする。多くの学生が卒業後、教育機関や
社会福祉施設、行政機関等で児童に関わる専門職として就職して専門性を高めている。こ
うした、児童や保護者等を援助する職業を目指す学生たちには専門分化した知識や技術に
加え、討議型の学習による汎用的な能力の獲得がなぜ必要なのか、援助者が児童や保護者
等との関わる場面に焦点を当て検討を行う。このことにより、「代弁」「説明責任」の機能
を見据えた討議型授業の厚葉のあり方を考察していきたい。
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２．児童の権利に関する法制度
　わが国の児童は長い歴史の中で労働力として期待され酷使されてきた。明治末期には児
童労働の禁止の措置がとられたとはいえ、その後、戦争遂行のための人的資源として期待
され、また、長引く戦争によって負傷する児童、戦災孤児が多く生み出された。戦後、児
童福祉法の制定によって、保護の対象となりえたが、かろうじて生命を維持するためだけ
の救済的なものにとどまった。高度成長期においても、貧困や生活苦による養育困難、孤
立しやすい育児環境から虐待のリスクが高まるなど、権利侵害が起こりやすい児童は大人
に翻弄され続ける存在であった。
　こうした脆弱な児童の権利認識について、1989（平成元）年の「児童の権利に関する条
約」以前の状況を堀正嗣らは、生命や健康などの「保護の権利」を土台として、その上に
教育などの「付与の権利」が重なる権利の構造を示し、児童の無力さに依拠して受動的ア
ドボカシーが展開されていたと説明する（10）。言い換えれば、児童は大人に従属する者と
して位置づけられ、パターナリズムによって形成された法制度によって保護、付与の権利
のみを認め、温存してきたともいえる。
　しかし、この条約はそれまで児童の権利の中心的な概念であった受動的権利に加えて、
意見表明権などの児童の主体性、自主性を尊重する「能動的権利」を打ち出した画期的な
ものであった。当時、日本では、児童を主体的な存在として認めて育成する理念をベース
にした法律や制度はなかったので、政府は条約署名から約 6 年経った 1995（平成 7）年に
条約を批准し発効することになる。その後、条約の理念を取り入れながら、特に児童福祉
分野での人権や権利に関わる国内法を整備してきた（11）。
　そうした児童関連法の中心となる法律が戦後間もない 1947（昭和 22）に制定された児
童福祉法である。2016（平成 28）年の改正においては 69 年ぶりに第 1 条（理念）や第 2
条（責任）が改正された。第 1 条の改正では「全て児童は、児童の権利に関する条約の精
神にのつとり、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛され、保護される
こと、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることその他の福祉を等
しく保障される権利を有する」として児童の権利に関する条約の理念に即して、全ての児
童が適切な養育、健全な成長・発達、自立等の受動的権利の原理を明らかにしている。さ
らに、第 2 条の改正では「全て国民は、児童が良好な環境において生まれ、かつ、社会の
あらゆる分野において、児童の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その
最善の利益が優先して考慮され、心身ともに健やかに育成されるよう努めなければならな
い」として児童福祉だけでなく、全ての児童分野において、児童の意見の尊重、児童の最
善の利益を優先し育成する努力を国民に課している。これまでの受動的権利の継承ととも
に能動的権利を尊重する原理が明確に謳われている。
　今後、児童福祉法に基づく施策だけでなく、児童福祉法の理念が関連法に波及し、様々
な児童に対する施策のなかで、未成熟な存在である児童への代弁的機能を高める支援が求
められることになる。
３．児童虐待対応における保護者等支援
　児童虐待は児童に対する人権侵害、権利の侵害の最たるものである。政府は国際的な情
勢に後押しされる形で児童の権利に関する条約に署名した翌年（平成 2 年度）から児童相
談所の相談件数を数え始めている。初年度 1,101 件だった相談件数は 2016（平成 28）年
には 12 万件に達し、100 倍を超えている（12）。権利条約から 30 年近く経ちながら、児童
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虐待は減るどころか、増加の一途を辿っている現実がある。
　虐待を受ける児童への対応では、被害の状況を説明できない年齢の児童、思い出すとフ
ラッシュバックを起こす児童など、それぞれの被虐待児に寄り添いながら心の傷を癒やし、
人権の回復を目指す関係機関、専門職による代弁的機能は欠かせないものである。
　また虐待を受けた児童だけでなく、その保護者等への働きかけも重要である。児童は周
囲の健全な大人たちの援助によって、少しずつ回復に向かっていくが、虐待する側の保護
者等が変化しなければ児童の心の回復も遠のいてしまう。児童相談所での虐待する保護者
等への対応は基本的に受容的な関わりが基本である。職員は良好な関係を築きながら、保
護者等自身が抱える課題も合わせて解決できるように支援する必要がある。保護者等もま
た要援護の状態にある場合も多いからである。そのため、保護者等の理解と協力を引き出
しながら、児童の最善の利益につながる支援を行なわなければならない。
　しかし、受容的な関わりでは対応しきれないだけでなく、むしろ有害な結果を招く場合
もあることが指摘されている。児童虐待対応は早期発見、早期対応が基本であり、児童の
安全の確保が最優先されるため、保護者等の意向は後回しになり、保護者等の態度が硬化
して協力が得られなくなる。才村（2005）によれば、援助機関の介入を強く拒否し、威圧
的・攻撃的な態度を示す保護者等がおり、それは通告後から入所措置後までのあらゆる援
助プロセスにおいてもみられることだという（13）。一方、こうした対峙的な状態にある保
護者等のなかには、立入調査や一時保護などの法的根拠に基づく権限行使を示唆したり、
家庭裁判所への申し立てなど司法の関与をすると、とたんに態度が軟化し改善につながる
保護者等もあるという。相手との関係や置かれた立場を力関係で捉え、立場が強いと感じ
れば虚勢を張り、立場が弱いと感じれば従順になり、依存心が表出される事例もあるとい
う（14）。
　厚生労働省がまとめた「子ども虐待対応の手引き（平成 25 年 8 月改訂版）」においても、
このような保護者等対応に困難が伴う場合の関わり方が示されている。児童相談所の「援
助方針（入所措置等）」を受け入れない保護者等への対応として、支援の方法をめぐって
対峙した場合、さらに「対立関係」を深めるのではなく、いかに「支援関係」（援助が成
立する関係）にもっていくかが目標となるという。そのためには保護者等の加害性に着目
した関わりよりも、子どもの危険性に着目し安全の確保のための支援であることを理解し
てもらうことが重要となる（15）。このように、児童相談所など虐待リスクの高いケースを
扱う機関の場合、保護者等と対峙する状態からの支援開始になるなど、援助者としても厳
しいものとなる。そのため、「児童にとってどうか」「児童にとって一番よい方法はなにか」
という、児童の最善の利益に合致した支援方法であることを保護者等に理解してもらう必
要がある。態度を硬化させた保護者等には、受容、共感的援助に加えて、「対峙から始ま
る支援関係の構築」を図る技能が求められる。
４．児童福祉施設における権利擁護
　1998（平成 10）年から始まる「社会福祉基礎構造改革」のなかで 2000（平成 12）年に「社
会福祉法」が名称変更とともに改正され、社会福祉事業全体での苦情解決等の利用者に対
する「権利擁護」の仕組みを社会福祉事業者に義務づけるようになった。福祉サービス利
用者の主体性と選択性への転換を図ったこの構造改革は同時に、利用者からの要望や苦情
に対して解決を図る組織運営を求め、サービス向上に繋がる仕組みをつくることを義務づ
けている。
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　児童福祉分野ではこの時期、マスメディアによる報道等によって、全国各地の児童福祉
施設での施設内虐待の問題が明るみになり、行政処分を受ける施設が相次いだ。本来、児
童福祉施設とは様々な理由で親と離れて暮らすところである。入所理由が保護者等からの
虐待により措置される児童が 5 割に達する調査結果もある（16）。入所する児童のなかには
虐待による PTSD を抱える児童、発達障害やその疑いのある児童など、対応の難しい児童
が増えている現状もある。
　児童福祉施設は児童が心の傷が癒され、安全で安心な生活空間を保障しなければならな
い。永井（2007）によれば、「施設は人権回復の場」として、「施設職員は高い倫理観をもっ
て児童の権利の代弁者となったり学校や地域との仲介者となったり、児童がよりよく生活
できるように働きかける役割が必要となる」（17）という。対応に苦慮する児童が増えてい
るとはいえ、虐待等の人権侵害で入所した児童が再び施設で虐待されることはあってはな
らず、施設職員は児童の代弁者としてその生活や成長を保障する立場でなければならない。
　仙台市内のある児童養護施設のなかには、児童の能動的権利を尊重した取り組みが行わ
れている。施設内に児童の自治会が組織化され、施設運営者に対して要望や苦情を児童の
総意として伝える仕組みを構築している。その自治組織をエンパワーメントし、「結社の
自由」「集会の自由」「意見表明権」など能動的権利が実践されている。施設職員も自治会
担当職員を置いて助言するなど、自治会の運営を側面から支える、代弁者の役割を果たし
ている。
５．保育における保護者等への説明責任
　2008 年（平成 20）年度からの「旧保育所保育指針」は、保育所の役割を児童福祉法に
基づく児童福祉施設として、「最善の利益を考慮し、その福祉を積極的に増進する」こと
を基本原則としていた。このことは保育所が児童の最善の利益を守り、心身ともに健やか
に育てる責任があることを明らかにするものである。そして、保育所の社会的責任として、
人権の尊重、説明責任の発揮、個人情報保護などに言及し、家庭や地域社会との連携、協
力、児童虐待防止の観点から、保育所の役割を位置づけていた（18）。
　そして、他の社会福祉事業者と同様、社会福祉法の改正によって、情報提供、情報の開
示、苦情解決、評価等が義務づけられるとともに、指針では「保護者等が適切かつ円滑に
利用できるようにすること、また、保育所が保護者等や地域社会との連携、交流を図り、
風通しのよい運営をすること」が示され、さらに「一方的な説明ではなく、分かりやすく
応答的な説明となることが望まれます」として、双方向のコミュニケーションを通して説
明責任を果たす社会的役割を要請するものであった。
　今回 2018（平成 30）年度からの「新保育所保育指針」改定では、「最善の利益を考慮し、
その福祉を積極的に増進する」という基本原則に変更がなかったものの、説明責任の文言
が用いられなくなった。しかし「保育所保育に関する基本原則」では「保育所は、地域社
会との交流や連携を図り、保護者等や地域社会に、当該保育所が行う保育の内容を適切に
説明するよう努めなければならない」として、説明責任の努力義務について触れている。
また、保護者等との相互理解のために「日常の保育に関連した様々な機会を活用し子ども
の日々の様子の伝達や収集、保育所保育の意図の説明などを通じて、保護者等との相互理
解を図るよう努めること」とし、説明を求める内容になっている（19）。
　このように保育所においても、他の社会福祉施設等と同様、保護者等や地域社会に開か
れた施設として様々な手段で社会的責任を担うことが求めており、説明する責務を果たす
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ことが施設運営の健全化や保護者等との信頼関係の構築につながること意味するものと
なっている。
６．学校における児童の権利に関する条約
　「児童の権利に関する条約」の発効に合わせて、条約の趣旨の徹底を図ることを目的と
して 1994（平成 6）年、文部省事務次官通知「児童の権利に関する条約について」が出さ
れた。通知は「本条約の発効を契機として、更に一層、児童生徒の基本的人権に十分配慮
し、一人一人を大切にした教育が行われること」を求めている。そして、趣旨の徹底を図
るための留意事項として、いじめや校内暴力に対して「学校は家庭や地域社会との緊密な
連携の元に真剣な取組に努める」、法律上禁止されている体罰ついては「禁止の徹底に一
層努める必要がある」、意見表明権、表現の自由については「表明された児童の意見がそ
の年齢や成熟の度合いによって相応に考慮されるべきという理念を一般的に定めたもので
あり、必ずしも反映されるということまでをも求めているものではない」（20）とする。
　この通知は人権侵害の最たるものであるいじめや暴力に対して、予防や防止といった視
座が欠落し、また、児童が意見を表明することを後押ししたり、うまく意見を表明できな
い児童への代弁的な要素を学校が有したりすることも求めていないものである。条約の精
神の実践化、具体化には極めて消極的な通知文書であると言わざるをえない。
７．学校における説明責任
　学校は教育の場であるとともに、保護者等や地域社会との連携のもとに開かれ、保護者
等や地域社会に対して苦情や要望を受け、「説明責任」が求められるようになった。こう
した学校改革について堀内（2005）は「社会変化、子どもや親の価値観、学校観の多様化
に対して学校教育のシステムそれ自体の見直しや、それを運営する公教育経営システムの
改善が課題とされてきた」ためであると述べている（21）。
　これは 1998（平成 10）年の中央教育審議会の答申「今後の地方教育行政の在り方につ
いて」において「学校が地域住民の信頼にこたえ、家庭や地域が連携協力して教育活動を
展開するためには、学校を開かれたものとするとともに、学校の経営責任を明らかにする
ための取組が必要である。このような観点から、学校の教育目標とそれに基づく具体的教
育計画、またその実施状況についての自己評価を、それぞれ、保護者等や地域住民に説明
することが必要である。」（22）と言及したことに由来している。つまり、学校と保護者等や
地域住民がコミュニケーションを取りながら連携し、信頼関係の構築、教育の質の向上に
取り組む義務があることを意味している。学校は児童が安心して教育を受ける場だけでは
なく、保護者等や地域住民に言葉で「伝える」努力を通じて、信頼される学校、信頼され
る教職員を目指すことを課せられているのである。
８．学校における保護者等対応
　国民の意識や価値観が多様化するなか、学校においても保護者等や児童、地域住民から
の意見、要望、苦情等にも多様なものがある。なかには学校運営や教育方法の改善に一石
を投じる有益なものもあれば、改善の努力をしても合意形成に至らず、また、理不尽な要
求等が繰り返されることによって、教職員が過度の心理的負担を強いられることもある。
そのため多くの自治体が独自に保護者等に対応するための手引き書を作成し、対策を講じ
ている。
16
　初期対応の場面では傾聴や共感的態度による受容が基本とされており、物事の善し悪し
の判断は控えて「非審判的な態度」による保護者等の高ぶる感情の緩和に努めることが重
要とされる。また「心理的事実」と呼ばれる、例えば、迅速に対応したつもりだが対応が
遅いという不満感、不快感など「そのような気持ちにさせてしまった」事実には誠実に謝
罪することが望ましいとされる。一方、「客観的事実」については調査を行い事実の確認
ができてから報告し、初期対応であいまいな回答や約束しないことが望ましいとされる。
　東京都がまとめた手引書によると、受容的な関わりでは対応ができない、関わり方の難
しい保護者等は一部であるがいるとされる。関わり方の難しい例として５つの類型が挙げ
られている。①粘着質・執着心の強さ（しつこさ、長期間にわたる頻繁な手紙やメール）
②要求の肥大化・変質化（１つの要求が通れば次の要求へ）③豊富な手段（電話、ビラ配
り、インターネットでの誹謗中傷）④操作性・巻き込み（文部科学省・教育委員会などへ）
⑤心の問題（医学的な治療が優先されるなどの場合）などである（23）。対峙関係になった
としても、学校ができることとできないことをはっきりと伝え、場合によって教育分野以
外の人材からの助言、外部機関の活用も選択肢となる。
　児童虐待の疑いがあって学校が児童相談所等に通告した場合、保護者等によっては学校
へ逆恨みして学校に不満をぶつけてくることもある。虐待の疑いのある児童にとって、家
族以外の社会集団である学校は、日々、モニタリングしてもらえる環境にある。虐待の早
期発見、早期対応はもちろんのこと、過去に虐待の事実があって在宅指導となった家庭の
再発防止に極めて有効な機能を有している。
　それゆえ、学校に疑いの目を向けられてしまうのであるが、児童相談所等に通告したか
どうかは答える必要はなく、もし一時保護となったとしても、その解除後の支援の継続性
を考慮すると、保護者等と対立関係にならないことが重要である。本来、児童の代弁的機
能の担い手は保護者等であるが、その保護者等が児童にとって加害者であり人権、権利の
侵害者である場合、学校が児童の気持ちを受け止めながら代弁し、身の安全を守るための
行動をとらなければならない。一方、保護者等に対しては、保護者等とともに「児童が心
配である」という点で話し合いできる関係をつくることが「児童の最善の利益」につなが
ることになる。
９．全体考察
　2012（平成 24）年、中央教育審議会により大学の授業改革の方針を示した「新たな未
来を築くための大学教育の質的転換に向けて ~ 生涯学び続け、主体的に考える力を育成す
る大学 ~（答申）」が打ち出されたことによって、各大学において学生の能動的な授業参
加を促すアクティブラーニングが行われるようになった。そのなかで、ブレーンストーミ
ングやワールドカフェなど、融和的な対話を基本とした授業が様々な授業の指導法として
浸透してきた。一方、ディベートなど討議型の授業はあまり活発ではない現状がある。
　こうしたことから大学で討議型の授業がアクティブラーニングとして活発に行われるこ
とが望ましいのではないか。特に教育、福祉、保育など、児童や保護者等と関わる職業を
目指す学生にとって、児童の最善の利益を図るための代弁機能、説明責任を理解しながら、
ディベートのもつ「擬似的な対峙関係のなかでの対話の技能」など学ぶ意義は大きいもの
がある。
　なぜならば、児童の利益に反する行動をとる者に対しては、時には対峠することも辞さ
ず、「その児童にとってどうか」「その児童にとって一番よい方法はなにか」という児童の
17
最善の利益を常に考え、行動することが援助者に求められているからである。それは傾聴、
共感など、児童や保護者等への受容的な関わりの重要性とともに、援助者の論理的な応答、
根拠をもって説明する力なども必要とされることになる。こうした技能を討議型の授業を
通して習得することは大きな意義があると考えられる。
　また、近年、我が国の児童福祉制度の根幹をなす児童福祉法が改正され、その理念や責
務の見直しも図られ、一層、児童の人権保護や権利擁護が求められるようになっている。
このことから、児童に関わる現場では児童の最善の利益を保障するため、様々な技能が必
要になると同様に、大学教育での人材育成においても、多様な技能の習得の一つとして「擬
似的な対峙関係のなかでの対話の技能」など、学びの意義が見いだせるのではないか。
おわりに
　本稿は先行研究や実践報告を参照しながら、援助者の技能と討議型授業の学びを接続す
る試みであった。今後の研究においては、実証的な研究方法として、大学の初年次教育や
社会福祉援助技術演習等の授業のなかでディベートを実施し、参加した学生への質問紙に
よる調査を行い、その教育効果を測定し、討議型授業の学習の意義を考察していきたい。
注釈
（１）　advocacy とは「単に本人の意思を代弁するだけでなく、自分自身で権利を主張でき
ない者に対し、自己決定を援助するとともに、本人の自己決定に基づき本人に代わっ
て本人の権利を擁護するための様々な仕組みや活動の総体」とされる。庄司洋子他編
『福祉社会事典』弘文堂、1999 年、p.14。本稿ではこの語を「代弁」と和訳し使用する。
（２）　本稿では未成年者を全て「児童」と表記し、「子ども」や学校教育で使われる「児
童生徒」という言葉も引用文以外は「児童」と表記する。
（３）　accountability とは「自らの行為について他者に対して説明・釈明する責任」をいう。
一般的に「責任」を意味する responsibility との相違は「問いただす問責主体に対して、
行為の理由もしくはその行為をとった根拠を明らかにし、納得を得られるように努め
る『説明責任』」のことである。庄司洋子他編『福祉社会事典』弘文堂、1999 年、
p.7-8。本稿ではこの語を「説明責任」と和訳し使用する。
（４）　文部科学省中央教育審議会答申「今後の地方行政の在り方について」、1998 年 9 月、
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chuuou/toushin/980901.htm
（５）　厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課「保育所保育指針解説（平成 19 年度告示）」
フレーベル社、2008 年。
（６）　小西友七他編『プログレッシブ英和中辞典』小学館、1981 年、p.100。argumentation
は立論、論法、論証、論議、論争、論駁、討議、討論などと和訳される。本稿はこの
語を「討議」と和訳し使用する。
（７）　池本薫規「相談援助演習におけるディベート実践の方法と展開」『福祉教育開発セ
ンター紀要第 12 巻』佛教大学、2015 年、p.142-143。池本はディベートの実施にあた
り受講者に１０項目の力の習得を目標としていることを伝えている。①自分の考え方
に気づき、把握する力（自分の価値観を見つめる力）②相手の考えを理解する力（他
者（相手）の価値観を理解する力③対立意見を評価・判断する力④論理的思考力⑤自
分の立場・意見を客観的に相手に伝える力⑥プレゼンテーション力⑦質問力⑧調査
18
（データ・資料収集）力⑨資料作成力⑩協調性・チームワーク（意思統一、コミュニ
ケーション、役割分担など）
（８）　煙山晶子、小笠原サキ子「老年看護学における教育方法の検討－ディベートの教育
効果について－」p.155-156。
（９）　茂木英昭著『ザ・ディベート－自己責任時代の思考・表現技術』筑摩書房、2001 年、
p.7、12、34。
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2009 年、p.65
（11）　1999（平成 11）年の「児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに
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2001（平成 13）年「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」な
ど児童の人権保護、権利擁護に関する関連法が相次いで制定されている。
（12）　厚生労働省雇用均等・児童家庭局「平成 28 年度　児童相談所での児童虐待相談件
数〈速報値〉」では、平成 28 年度の速報値として 122,578 件の相談件数に達した。
（13）　才村純著『子ども虐待ソーシャルワーク論』有斐閣、2005 年、p.13。
（14）　才村純著（2005）前掲書、p.17。
（15）　厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課編「子ども虐待対応の手引き（平成 25 年
8 月改正版）」2013 年、p.108、138。
（16）　厚生労働省雇用均等・児童家庭局「児童擁護施設入所児童等調査」2009（平成 21）
年によると、児童虐待に関する項目、父母の放任怠惰、父母の虐待酷使、棄児、養育
拒否の項目の合算では里親 36.5％、児童養護施設 33.1％、児童心理治療施設（旧情緒
障害短期治療施設 47.9％、児童自立支援施設 45.7％、乳児院 27.3％となる。
（17）　永井亮「人権回復の場としての児童養護施設の課題－施設を子どもたちの人権回復
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2007 年、p.75-77。
（18）　「保育所保育指針解説（平成 19 年度告示）」、前掲書、p.11-13。
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文初高第 149 号、1994 年 5 月 20 日。
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経営研究』第 30 巻、2005 年、p.3。
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３章の 6。
（注 23）　東京都教育委員会編「学校問題解決のための手引き ~ 保護者等との対話を活か
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